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はしがき

近年の核融合研究では大型装置を用いて長時間にわたる高温､高密度のプラズマの実

験が進められているが､プラズマが接するリミタ-およぴその周辺プラズマに関連した

いくつかの重要問題が残されているo 特にリミタ-表面へのプラズマ熱流束の集中は

リミタ-材料の損耗のみならず､プラズマヘの不純物混入やプラズマの冷却の原因とも

なり､大きな問題となってきている｡ またリミタ-周辺のプラズマ分布の制御は閉じ

込め改善とも関連して重要性が明らかにされつつあるが,外部からの制御は現在のリミ

タ-では非常に困難である事が指摘されている｡

高周波リミタ-とは,リミタ-近傍に高周波を誘起し､そこに生じる高周波ポテンシ

ャルの障壁を利用して､リミタ-への熱流束を軽減すると共に､周辺プラズマの安定化

や制御を行なうという新しいリミタ-の概念である.この研究では高周波リミタ-の原

理検証を基礎実験において行ない､またトーラス型閉じ込め装置に応用してより大型装

置への適用の有効性を確かめることを目的として行なわれた｡研究は平成2年度より2

カ年の計画として行なわれれた｡直線型装置(名古屋大学プラズマ科学センター

NP X)を用いた基礎実験では､ブロープや新しく開発された重中性粒子ビーム計測な

どを用いて高周波リミタ-による周辺プラズマの電位変化や揺動抑制効果が観測されたo

またリミタ-へのプラズマ熱流束が高周波電場のポテンシャルで軽減されることばヘリ

カル装置(核融合科学研究所C H S)を用いて,確かめられた｡重中性粒子ピ-ム計測

による高周波電場の強い領域での周辺プラズマ制御の機構に関する研究はこの実験を契

機としてその後も努力的に進められている｡
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6､研究成果

§ l､はじめに

プラズマ表面および境界層の制御の試みは,ポンプリミタ-び磁気リミタ-を用いて

現在も進行中であり､また最近ではリミターにDCバイアスを印加することによ'って粒

子制御の能率を上げようとするような方法も研究されている｡ これらプラズマ表面の

制御は,不純物のとりだし､堂への熱流束･粒子制御､のみならずバルクプラズマの閉

じ込めという観点からも益々重要なテーマとなっている｡

ここで提案され､突放された方法は比較的低電力の高周波を用いてプラズマ表面の圧

力勾配を制御するもので,ポンプリミタ-の材料表面に集中する高熱流束を軽減したり､

ひいてはプラズマ表面の安定化を通じて閉じ込めの改善することも目的とする新しいも

のである[文献1] 0

以下高周波のボンデラモーティブカを利用したプラズマ境界の制御の原理と直線装置r

やステラレーターを用いた原理実験について説明するo

§ 2 高周波電場によるプラズマ境界制御の原理

時間平均化された粒子運動が受ける高周波のボンデラモーティブポテンシャルはよく

知られているように磁場中では次のような形をとる｡

･1,

vrf-去詰.左三穿
つ つ

C

(1)式中第1項は磁場垂直方向の高周波電場によるもので wくくwc｡の条件ではw-

wciで共鳴的に大きくなり,主にイオンに働く.従来よりプラズマの閉じ込め･加速に

応用されているが,非断熱的に加熱されるイオンの存在のため､これをプラズマ表面の

制御に適用した場合には､これら加速イオンのリミタ-などへの衛生や叉､加熱に消費

される電力損失のために有効ではない｡これにくらべて(I)式第2項は磁場平行方向

の高周波電場によって作られるもので,サイクロトロン加熱につながる共鳴構造を持た

ない｡磁場平行方向の電場ゆえプラズマ中に強く進入させることは難しく,これがかえ
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ってプラズマ表面の制御に都合がよい｡

l/mの依存性によりこの力は主に電子に働き,イオンは結果生じた両塩性電場によ

って力を受けることになる｡次にこの第2項を使ったRFリミタ-の概念を説明する｡

磁場平行方向の高周波電場(E//)をプラズマ周辺に効率良く作るために1図の様なリ

ミタ- (アンテナ)を考えるo これは磁場平行方向に高周波電流を流す名古屋 T Y P

工工エアンテナと同じものであるが､ここでは周波数を波動が伝幡しないように選ぷ｡リ

ミタ-表面には高周波の near field (E//)によってボンデラモーティブポテンシ

ャルが出来､その磁場に平行方向の gradien亡 による力が磁力線沿って電子を追い返

すo これによってリミタ-表面にはイオン温度程度の正の辞電ポテンシャルが出来,イ

オンも追い返されることになる｡この結果1Jミタ-表面への粒子流束は軽減されること

になるo ~方磁場垂直向のE//のgradientによる刀は ∇⊥vrfXq)のドリフトを

生じ,これが十分に大きい場合には何回もこの領域を通過して粒子のドリフト軌道は図

2示されるような変更を受けてダイバ-タ-のような配位を形成すると予想される｡こ

の葛合ダイバ-タ-領域への粒子流束は高周波の電力や周波数で制御可能になるという

特長をもつことになる｡

PbrXbrqK) t ire

FX)tCntial加汀rier

Tit血RF

RF I.imiter

m-ift &bit Xodification

図. 1 RFリミターの概念 図. 2ドリフト軌道のRFによる変化(ダイ

バタ-配位の形成)

次に実際にこれをプラズマ表面に応用するにあたり､高周波の周波数及び電場の強さ

に求められる条件を考えてみる｡ 高周波のボンデラモーティブポテンシャル( (I)

式)が成り立つための断熱条件は今磁場に平行方向の grad土en亡 を取ると,
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･2)語くくi,′′hE′′‡11
で与えられ E//の最大値を与える. 一方､ E//の最小値はプラズマ表面の電子温

度をT eとすると,これに相当するポテンシャル障壁が必要であり､

･3)慧,,,e
から決められるo また周波数 w に対しては高周波電極近傍での電子の加速からくる

断熱条件

(4) )) vTe

を満たしていなくてはならず､この関係は図3のようになる｡
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図. 3 E′/, i)に対する断熱条件(2) , (3) , (4)の関係

ここでは実験より‡∇′′bE′ノ‡~l-10cmとしてある｡ 斜線の部分が式(2) ､ (3) ､

(4)を満たす領域で､プラズマを加熱することなく追い返したり,安定化する必要条件

である｡実験ではこの領域をできるかぎり満足するような周波数と高周波電場が用いら
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れた｡

§ 3 直線型装置(Ⅳpx)を用いた突放

3-1 NPXのプラズマと高周波リミタ-

Gas leed

図4 直線型装置 NPX および RFリミター(アンテナ)

図4にN P X装置の概要を示す｡プラズマは軸方向終端(磁場最大位置)に設けられ

た石英硝子窓から2.45GHzのマイクロ波を入射して生成される｡軸方向の強磁易領域か

らのホイッスラー波モード(wci<<w<wc.で伝幡)を利用し,プラズマ中にマイクロ

波電場を侵入させ高い密度のプラズマを生成させる｡このため磁場は装置中央部で電子

サイクロトロン周波数LDceが2･45GHzより大きくなる領域でオペレーションされているo

高岡汝リミタ-として磁力線方向の表面に高周波電場が強く生成されるように図4中に

示したようなアンテナ(名古屋TYPE===)を使用した.実際のリミターに適用する場合

はリミタ-外側の耐熱材(例えば炭素プレ-ド)に磁力線方向に高周波電流を流すこと

によってこの実簸で用いられるアンテナと同様の効果が得られると考えられる｡装置お

よび高周波､マイクロ波のパラメーターを以下に示しておく｡

1
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表1､装置およぴプラズマパラノ-タ-

装置容器長さ

装置容器直径

マイクロ波

高周波

磁場(中央部)

電子密度

電子温度

2.5m

o.375m (内壁)

2.45GHz/5kW (プラズマ生成用)

3-30MHz/i.2kW (プラズマ表面制御用)

o.9-⊥.4kG (プラズマ生成領域)

_2Ⅹ10⊥2cm~3 (マイクロ波電力ー⊥.5kW)

5-15eV

トカマクなどの大型装置のリミタ-表面のプラズマのパラノタ-は電子密度-

1012cm-3,電子温度-数10eV程度であるのでNPXのプラズマはこれを模擬するのに十

分であると考えられる｡

R Fアンテナはプラズマの周辺に位置し､高周波電場によるアンテナ下流でのプラズ

マの変化はラングミュアブロ-プによって,また高周波電葛の強いアンテナ直下のプラ

ズマの振る舞いはこの研究で開発された重中性粒子ピ-ムブロープによって調べられた｡

高周波のアンテナは特に強いE//をその近傍に作るように磁力線方向に高周波電流を

流すTYPE川アンテンナが用いられた｡

3-2 アンテナ近傍の高周波電場

§2で述べたようにRFリミタ-ではアンテナ近傍の真空領域の空間的に不均一な高

周波電場が重要な役割を果たすために､この高周波電場(E//)の空間分布がプラズマ

のない状態で測定された(図5).ここでは高周波電場の計測にF ET プローブを用

いている｡アンテナの片側は接地されているためそれとは反対側端で高周波電場は強く

なっている｡およそ800W程度の高周波電力の時に,高周波ポテンシャル障壁の高さ

は周辺プラズマ電子温度に匹敵する20Vが得られる計算になる｡

-6-



Input Vo一tage: 0.47 【V】
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図5.アンテナ(RFリミタ-)近傍の高周波電場,yは磁力線または 高周波電流に

沿う方向, hはアンテンナ表面よりの高さ｡高周波電圧は0.47V,周波数は

10MHz

E∫パまアンテナの nearfie[dで作られるため､アンテナの高周波電圧に比例し､し

たがってポテンシャル障壁の高さVrf-賢-ヱ或-Iad2-品LL)J'

となり高周波電力に比例して上昇することがわかる(rLはアンテナの負荷抵抗) o

また境界要素法を用いてここで使用されたアンテナ近傍の高周波電場が計算され実験結

果とよい一致を示すことが示された(図6)
｡この図でアンテナ中心部で高周波電場が

波打つのは計算に用いられた要素が少し粗いためである｡

2.45GHzのマイクロ波によって生成されたアルゴンプラズマの径方向の密度分布はア

ンテナ下流に置かれたラングミュアブローブで計測され図7に示されている｡ここでア

ンテナの位置はr-7
c

mの位置にある｡
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図6.境界要素法によるアンテナ近傍の高周波電葛分布の計算

3-3 高周波電場による周辺プラズマ揺動の安定化

n｡ 【xlO12cmJI

0 5.0 10.0 15.0 r(cml

図7.径方向の密度分布(Arプラズマ)

プローブのイオン電流として計測されたプラズマの密度揺動の周波数スペクトルは図

8のようになり(DC成分l｡で規格化されている)密度揺動は周辺の密度勾配の大きい

位置で大きく､ドリフト波と思われる周波数の-3kH z辺りにピークを持っている.
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8.8MH zの高周波を約1
0W (プラズマ生成マイクロ波電力-1. 5kW)印加す

ると,アンテナ(リミタ-)に近い周辺での密度揺動は顕著に減少することが観測され

た(図9) 0

この実験で明らかになった高周波電場によるプラズマ表面揺動の安定化の原因として

現在検討されているものとしては以下のようなものがある｡高周波電場による径方向の

ボンデラモーティブカはプラズマの圧力勾配等にもとづく刀と方向が逆でありこれを相

殺して,それらに起因する不安定モードを安定化する｡このような機構はR Fのダイナ

ミックスタビリゼ-ションとしてミラーなどの実験で報告されている｡

胸『
L'叫h

l

帆
虹

I_

棉.4

.0●

RF18.8 M他

10W

図8.高岡披電場のないときの 図9 周波数8.8MHz,高周波電力

密度揺動スペクトルの径分布 10Wをアンテナに印加した時

の密度揺動スペクトルの径分布

その他アンテナ近傍のE〟は径方向に急激に減衰するため,これによる電子に働くボン
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デラモーティブ刀のドリフト速度(ポロイダル方向)は大きなシェアを持つことになり

ドリフト波等の安定化に効く可能性も現在計算中である｡

3-4 R Fリミクー実験におけるプラズマ中の電位測定

I. 重中性粒子ビームプローブ法による電位計測について

プラズマ中に形成された電位分布を測定する手段として､重イオンビームプローブは

プラズマの閉じ込め装置を中心に用いられてきた【文献2･4】｡この方法の特長はプラズ

マに藻乱を与えることなく､局所的な電位を直接測定することができることであるo 空

間的な分解能はビーム径と検出器の大きさで決まるため,ビームを収束させることで分

解能をあげることができる｡また時間的な分解能は信号強度が十分ある限り､検出器の

周波数応答と渦定空間を通過する飛行時間によって制限される｡したがって静的な電位

分布だけでなく,追加熱に伴う時間的な変化や揺動の測定をすることができる｡また電

位と同時にその信号強度からプラズマの局所的な密度の測定をすることができることか

ら,電位揺動と密度揺動の相関を調べることができる｡このように重イオンビ-ムプロ

ーブ法は数々の利点を持っているが､磁場を横切って荷電粒子ビームを入射するという

特殊性からシステムがやや複稚になり,また装置のサイズや磁場強度によって使えるイ

オン橿やそのエネルギー領域が制限されるため､今まで主として中規模以上の閉じ込め

装置に用いられてきた｡

これに対しラングミュアブローブは電位と密度の両方が測定でき､空間分解能が非常

に良く､しかも手軽であるため′ト型の実験装置でよく用いられている｡しかしながら,

プラズマに対する捷乱は必ずしも無視できるわけではなく,またR F電場が強い突放の

場合にはプロ-ブ特性が変化してその解釈が非常にむずかしくなる｡今回のR Fリミタ

-実敦はまさにこのケースであり,
氏 Fボンデロモ-ティブカによって変形されたプラ

ズマの電位と密度分布,およびそれらの揺動を測定するため､重イオンビームプ占-ブ

装置を製作することになった｡

H. 電位測定の原理

重イオンビームプローブ法は､プラズマ中に入射されたイオンビームの電荷が変化し
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た場合に､そのピ-ム粒子に対するポテンシャルエネルギーが変化することを利用して､

空間の局所電位を測定する方法である｡

図10に示すように,入射粒子の電荷をn､エネルギーをWとすると､この粒子が電

位¢のところにやってきたとき,エネルギーはW-n
e¢となる｡ここで電子衝突によ

り､ n+1荷に電離された後,電位0のところに来ると､エネ)i,ギ-は(A+1) e¢

増加し,差し引きW+e¢のエネルギーを持つようになる｡このエネルギー変化e¢を

検出することにより､空間の電位を測定することができる｡粒子が電妊を受けた空間的

な位置は､磁場中でのイオンピ-ムのラーマ一半径の違いから,粒子の軌道計算によっ

て求められる｡したがって,プラズマ中に磁場があることが重要な条件である｡

通常の放電によって生成されたプラズマの場合､粒子の電荷を変化させる過程は,電

子衝突による電鮭が支配的で,特に粒子のエネルギ-が大きな場合に粒子とプラズマ中

のイオンとの荷電交換反応が重要になる｡ビーム粒子の電荷nは通常1が選ばれていた

が､ N B T-1M装置における揺動測定の実数のため,初めてn-0すなわち中性粒子

のビームプローブが用いられた.

An+

＼

w-ne i

図10 重イオンピ-ムプローブ法による局所電位の測定原理o
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今回の実数はN B T-1Mにおける経換をもとに､比較的低温低密度のプラズマ中に

おける電位測定をするため､中性粒子ビームを用いることにした｡図I lは中性と1荷

のN a原子に対する電子衝突による電離の速度係数<q v>を比較したもので､横軸は

電子温度Teである｡ N8｡に対する速度係数はNa+に比べて約l桁大きく,また10

e V以下の電子温度のプラズマに対しても十分な大きさを持っている｡

プラズマの電子密度と電子温度の高い装置においては､中性の､特にアルカリ金属ビ

ームを用いた場合には電離の平均自由行程が非常に短くなるため,ビームがプラズマ中

に入らなくなってしまう｡

Na [onIZatIOn Hate CoemclentS

′--ヽ

折
■■_

ぐウ

≡
U

ヽ_■■′

A
>bl

V

l

10･8

10･9

o･10

o･11

10･12

102 103 104

Te (eⅥ
100 101

図11 Na.とNa+に対する電子衝突による電離速度係数の比較｡

しかしながら,小型で閉じこめの無い装置ではむしろ<αⅤ>の大きなビーム種を選

ぶ必要がある｡

1次ビームと2次ピ-ムの電流をそれぞれI p､ I
sとすると

(5) lp =

即bVbS
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(6) ls =

enbneくGV)Sl

と表されるo ここでeは素電荷､ nbはビーム密度､ vbはビーム速度､ n｡は電子密

皮, Sはビ-ムの断面積､ 1はサンプル長である.プラズマに入射される1次ビームは

中性であるが､電流値としては中性化される前の値とする｡この比をとると

(7)
lp

neくJV〉l

ls nb

となり､信号強度を稼ぐためにはⅠ｡を増加させ､ <αⅤ>を大きくし, vbを′トさく

するくふうが必要であるoただし一般に､空間電荷制限領域ではⅠ｡は引出し電圧Ⅴに

対しV3/2に比例するため､ Ⅴを下げてvbを小さくする方法は得策ではないo

Naoビームを用い､ a e-1012cm~3､ Te-10eVのとき,W-5k eV､

I p-1 0p Aのビームを入射すると､ i s-25n Aの信号が期待できるo ただし1

-0. 5c
mとした｡この値は,パルス実数で広帯域の測定が必要となる場合には必ず

しも楽な値ではなく､いろいろなノイズ対策や信号処理が必要になる0

I 1 I. ビームブロープの基本設計

(i) NP Xの磁場分布

N P X装置は内径0. 6m,外径1. 0
mの磁葛コイルを2. 1mの範囲で8個並べ

た直線型の装置で,プラズマは2. 45GH zのマイクロ波によって生成される｡高密
1

度プラズマを生成するため義政管は磁力線に沿って装置内部に挿入され,電子サイクロ

トロン共鳴周波数がウィンドウの外側にくるような磁場範囲が選ばれる｡図1 2はN P

X装置における磁力線と磁束密度の等高線を示したものである｡

装置の対称性から､ 1/4の部分を計算し表示している｡直径36 c
mの放電管の内

部では半径方向にほぼ均一な磁葛分布をしており,磁力線方向に約1. 8mの一様な磁

場が形成される｡
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Magnetic Fie一d of a set of Current Loops

.8 .2 .4 .6 .8
1.8 i.2 l.4 1.6

z (m)

図12 N P X装置における磁力線と磁束密度の分布｡

(ii) 1荷イオンビームの軌道

イオンガンから入射された1荷のイオンビームの軌道を調べることによって､その装

置におけるビーム軌道の基本的な特性を推定することができる｡イオンガンとエネルギ

ーアナライザ-は2つの磁場コイルの中間面に位置し､ビーム軌道は2次元的になる.

このビームがエネルギ-アナライザーに直接入ってくるエネルギ-Wはビームプローブ

の特徴的なエネルギ-を表わす.

図1 3はピ-ムの入射角を変えたときの､ Wとアナライザーへの入射角を示したもの

であるo 同じ磁場中で2荷のビ-ムが1荷のビームと同じ軌道を描こうとすると, 4W

のエネルギ-が必要になる.

したがってl荷から2荷に移行する反応を利用する場合､全体をスキャンするのに必

要なエネルギーはW-4Wの範囲である｡同様に中性から1荷に移行する反応を利用す

る場合､ 0-Wのエネ)i,ギーーが必要である.特に入射角Oo のときのWをWoとする.
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図13 ビームの入射角を変えたときの､ビームのアナライザーに入ってくるエネルギ

ーおよび,そのときの入射角｡

(iii) 2次ビームの軌道

ビームプローブの軌道のとり方を調べるため､入射ビームと2次ビームの両方の計算

を行なった｡

HeQVy Ion Beam TrQ)ectory Tn NPX

lJlll..Jr'r''.I ll■lIーlllllll.lllllll-■llー■l'■■

1

...fl.lT.lll...

■i岩≡≡≡≡=岩i■

■■ー lllflf

lllfl.l[

＼ニ..e.
'l.I,A.ll...l

-80.0
- 1D,0

.0
▲0.0 88.0 1 20.0 1 80.0

図1 4 中性ビームと2次ピ-ムの軌道計算例o
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これは､測定ポートの設計や,ビーム種,加速電圧の範囲を決定するために必要であ

る.図14はプラズマ中に中性ビームを入射した場合の入射ビームと2次ビームの軌道

計算例である｡重イオンビームブロープは装置の磁場に強く依存し､近接して配置しな

ければならないため､大きな測定ポ-トを必要とする｡ビームプロ-プ専用チェンバー

は±8● の半径方向スキャンを行なった場合､その軌道を妨げないよう十分大きく作ら

れている｡

実際の測定に必要なグリッドマップを以下図15-18に示す｡

囲15はビームエネルギーとビームのスイープ角eを変えたときの測定点のグリッドマ

ップである.ビームエネルギ-WはWoで規格化した値で表示している｡
20.0

-10.0

-20.0

llllrlll
.-lllf.-l

L;I?.
ES

○●

Ol

'0

7o

･.I.'i.i,.
○●○.

＼

ヽ

....I....?

&.

0.

E)

o.,,.:i'.[‥‥
-20.0 -10.0 0.0 10.0 20.0

× (cm)

図15 ビームエネルギ-とスイープ角をパラメーターとしたときの,測定点のグリッ

ドマップ｡

エネルギーW/W.-0･
08-0. 36､スイープ角0--10o -+10'のス

キャンで放電管中央部の広い領域をカバ-することができるo 中央を測定するときはW

/Wo-0･ 2, 6-Oo である.図16は図15の測定点に対応した, 2次ビームのエ

ネルギーアナライザーヘの入射角を示したものであるo エネルギーアナライザーはその
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入射角に対して余裕が十分あるように選ばねばならないが,できるだけ一定の入射角で

ど-ムが入るようアナライザー自身を回転してやる必要がある.

図17はビームのサンプル長lをアナライザーの入射スリットの幅に対する値として表

示している｡

-20.0

-20.0. -10.0 0.0 10.0 20.0

× (cm)

図16 測定点に対するビ-ムのエネルギーアナライザーへの入射角.

-20.O

-20.O -10.0 0.O 10.0 20.O

x (cm)

図17 測定点に対するピ-ムのサンプル長o サンプル長はエネルギ-アナライザーの

入射スリットの幅で規格化した値で示す｡
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中央部ではこの値は0. 4であり､入射スリットは13mmであるので､ 1は実際は

5. 2mmである｡

(iv) システムの運転領域

プラズマの生成方法としてマイクロ波を用いているため,磁場の範囲はあまり大きく

変えられない｡共鳴磁場は0. 875kGであるので､通常中心磁場B.は1-1･ 5k

G程度である｡エネルギーWoのl荷のイオンの一様なBoの磁場中でのラーマ一

半径R｡は

(4)
Ro

√両~
eBo

=0. 844(m)

であり,これはビームプローブシステム固有のパラメ-タ-である.基準エネルギー

woはBo2に比例し, mに反比例するoまた同じ形状の装置であればWoはまたRo2に

比例するo大型装置ではこのためW.が非常に大きな値となり,ビームの入射に加速器

が必要になる｡

I V.ビームプロ-ブのハードウェア

(v) 全体の構成

ビ-ムプローブはビームの入射系と検出系からなる.図18にシステム全体の概略を

示す.ど-ム入射系のポートは左上45● に取り付けられ機械的な駆動機構によって入

射角を選べるようになっている｡

イオンガンは後述するように熱放出塑のコンパクトなものを用い,引き出されたイオ

ンビームは中性化セルで中性粒子ビームに変えられるo ビーム検出系は右側のポートに

接続されている｡

エネルギーアナライザーの入射スリットはポート中心から5c m上部に取り付けられ

ている｡また装置の磁場の影響を′トさくするため,装置中心から的Im外側に置かれて

いる｡
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図18 NPX装置における中性粒子ビ-ムプローブの概略.

(vi) エネルギ-アナライザー

電位の変化に対応する粒子のエネルギーの微少な変化を測定するため,エネルギーア

ナライザーはNB Tll/1Mと同じく､平行平板の30o 入射型のものを採用した｡

(図19)このエネルギーアナライザーの特長は､粒子の入射角に対して2次の収束性

があり､入射角の許容範囲が広いことである.粒子の検出にはスプリットプレート検出

器を用いた.図に示すようにこれは金属板のイオンコレクタ-を上下2枚に分割し,ど

-ムの位置検出をすることによりエネルギーの分解能を得るものであるo

y=yl◆y2

図19 平行平板型エネルギー7ナライザ-の概念図.
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この際､入射スリット間のビーム密度は一様でなければならず､プラズマ中の密度勾

配の急な部分を測定する場合に2次ビームに密度勾配を生じ､重大な測定誤差を招くこ

とになる.したがって､入射スリットの幅はプラズマのスケール長に比べて十分′トさく

なければならない｡

図に示すように入射スリットと検出器との間隔をⅩ,平板電極底面とこれらとの間隔

をそれぞれyl, y2､入射角をβとすると

2W

(5)
X=

1｢sin20
+ ycot8

の関係がある｡ただし､ビームのエネルギーをW､電荷をqとし, Eは電極間の電場

であり, y-y.+y2である｡ビームに幅をもたせて考えると,スリットを通過したビ

-ムは2枚の検出板に分かれて検出されるo 図に示すようにそれぞれの検出坂で娩出さ

れるど-ム電流をIl, Ⅰ2とし, 1s-Il+Ⅰ2, Ⅰ｡-Il-Ⅰ2とすると､ ♂-30●

の場合

Id 8 √三｢ AW

(6) ls 5d qE

となる｡ここでAWは検出器中心にビ-ムがくるときのエネルギーからのずれであり,

空間電位¢である｡またdは入り口スリットの幅である｡この式より電流比と空間電位

とアナライザー電位との比は比例関係にあることがわかり,目的とするプラズマ中の電

位を求めることができる｡

(vii) イオンガンと中性化セル

ビームプローブのイオンソースとしては,アルミノシリケ-トが多く用いられている.

これは多孔質のセラミックスでもともと含まれているN a原子を目的とするアルカリ金

属に置換したものであるo このタイプのイオンソ-スの特長は取扱いが簡単でコンパク

トであり､加熱するだけでビームが取り出せる点であるo またプラズマにしてビームを

引き出すものに比べて,電流値は′トさいが熱的なビ-ムのエネルギー広がりが′トさい特

長があるo 今回の実験ではN aをイオンソースとして用いているため､アルミノシリケ

-トと同様に水ガラスも用いることができる｡同じイオンヒーター上に2種頬のイオン
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ソースを塗ったものを製作し､電流値と寿命を比較したところ､水ガラスの方が若干成

績がよかったのでこれを用いることにした｡イオンガンはピアスガンタイプのもので,

引き出した後､円筒型のレンズ電極によってビ-ムの収束を調整することができるo

引き出されたビームは中性化するためのセルを通す｡ビームの中性化には荷電交換反

応を利用するが､同種の原子に対しては1 0k e V以下の低エネルギーの領域でも反応

の断面積が大きいため､ここでもN aを用いることにした.中性化セル中のN a蒸気圧

は,荷電交換の平均自由行程がセルの長さよりある程度短くする必要がある｡このため

蒸気圧は1 0~2torr程度以上を維持しなければならないo図20にNaの平衡蒸気圧を

示す｡

Na Vapor Pressure
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｣
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⊂〉
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図20 N
aの平衡蒸気圧

この固から､ N
aオープンの温度を290o C程度にする.この温度は,実際にイオ

ンビームを引き出しながらオーブンを加熱し､イオンが置換されたことを確認しながら

決める｡

(viii) 位相同期検出方式
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ノイズに埋もれた信号を検出する方法として､信号源を変調し,ロックインアンプを

用いて信号を検出する方法がよく用いられる｡この方法はただ同じ周波数の信号を検出

するのではなく､同じ位相の信号のみを取り出すので非常に強力なノイズ除去ができる｡

揺動測定の場合にはこの方法は適用できないが､通常の静的な測定には有効な手段であ

る｡

入射ビームの変調は､イオンガンと中性化セルの間で偏向電塩に′てルス電圧を加える

ことで行なわれる.変調周波数は10k H
zである｡ビームの飛行時間は実験では数FL

sであるのであまり問堰にならない｡バンドパスフィルターのQ値は5とし, 2k H z

程度の周波数応答をもつようにしている｡これはパルス運転での測定では重要である｡

周波数応答を上げるためにはQ値をこのままにして変調周波数を上げなければならない｡

(ix) 突放結果 1･O

time (ms)

図21 中心部分で得られたI sとI dの時間波形｡

実験では準定常的に約7m sのマイクロ波パルスが加えられ,プラズマが生成されて

いる｡リミタ-は図18の放電間内部の左側の壁に配置されている.図21にI sとI

dの時間波形を示す｡これはロックインアンプを通して得られた信号である｡このとき
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の磁場はB｡-1･ 4kGで､プラズマの中心部分(W/W｡-0･ 2､ ♂-0●)を観

測している｡リミタ-ヘのR Fはマイクロ波と同じタイミングで加えられている.マイ

クロ波パルスの前後の部分はプラズマの無い状態で､ここが信号の0点である｡電位の

0点は十分に較正がなされていないのでその変化分に意味がある｡

図22はリミタ-へRFを加えたときのRFを加えないときに対する電位の変化分A

¢の半径方向分布である｡

′--ヽ

>

育
-1

0

0

8
-6 -4 -2

0 2 4

r (cm)
6 8

図22 リミタ一にR Fを加えた場合の半径方向の電位の変化分｡リミタ-はrの負

の方向にある｡

測定はW/W｡-0. 2に固定してβを変えて行なわれたo半径方向の位置rは中心

からの距離で, rの負の方向にリミタ-がある.全体にデータのばらつきが大きいが,

憤向としてr<0の側で電位の上昇が大きいことがわかった｡これは電子にE//による

ボンデラモーティブポテンシャルが働き､アンテナ近傍から追いだされるのに伴い周辺

の電位が正に持ち上がるためと考えられる.この電位によってイオンはリミタ-近くで

反射され両棲性条件が保たれていると考えられる｡従ってこの電位上昇
AOは

eAO-Vrf裁と見積られ､今Vrf#Te,Te''Tit考えればeAO-Tiつまりイオン
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温度程度の電位の増加が考えられるが､イオン温度の計測供に系統的な今後の研究が必

要である｡

(x)電位計測のまとめと課題

N P X装置において電位分布測定のための中性粒子ビームプローブが製作され､ a F

リミタ-の実験に用いられた｡ビームプローブはN aイオンガンと中性化セルを持ち,

平行平板型エネルギーアナライザーによって精度の良い測定ができるo ノイズに埋もれ

た信号を取り出すため位相同期検出方式を使用できるようにした｡この場合周波数応答

は2k H
z程度に制限されるが､パルス運転モードにおいてもノイズを除去した測定が

できる｡

ピ-ムの軌道計算により実験で用いるためのグリッドマップが作成されたo エネルギ

ーW/W.-0.
08-0. 36､スイープ角e--10' -+10■ の範囲でスキャ

ンすることで放電管中央部の広い領域を測定することができる｡これにより,ビームの

サンプル長は0. 5c
m程度であることがわかった｡

ビームプロ-ブを用いた測定によって､リミタ一にR Fを加えたときにリミターに近

い側で電位の上昇がみられた｡電位の2次元分布の絶対測定,および揺動の密度と電位

の相関の測定は今後の課題である｡

§4. C H S (コンパクトヘリカルシステム)における実扱

高周波電場のボンデラモーティプポテンシャルによる､リミタ-材料表面へのプラズ

マ熱流束の軽減およぴ§3-3で得られたようなプラズマ表面揺動の安定化が大型閉じ込

め装置で実現されるかはこの新しい方法の発展にとって重要なポイントである｡ここで

は大型ステラレーターC H Sで行なった実敦について述べる｡

実験は核融合研C H S装置(図23)のトーラス内側に取付けられた,直径1 8c mの

円筒型カ-ボンリミタ-を用いて行なった(図24) .

§3の実故の場合とは異なりリミタ-材が炭素であること､高周波電流の流れるリミ

タ-の形状が円盤でしかも直径20cmと小さいため,ボンデラモーティブポテンシャ

ルが十分形成されるか予測するためにリミタ-近傍の高周波電場がFETプローブで測ら

れた(図25) ｡
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Loop

図23 CHS(ヘリカル装置)

図24 高周波炭素リミタ-｡炭素材ヘッド径は直径20cm､高岡披電流は炭素材ヘ

ッド表面を流れる｡

的1 kW,10MH zの高周波がリミタ-表面印加された時､リミタ-近傍に出来る電

場E′/が表面プラズマの電子温度程度の約20VのRFポテンシャルを形成すると予想
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Ez near †jeld profile
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図25 R F炭素リミター近傍の高周波電場分布

リミタ-表面の温度またプラズマ表面の密度分布の変化および密度揺動に与える影響

はリミタ-近くに置かれた可動プローブによって計測された｡このプローブによって計

測されたリミタ-近傍のプラズマの電子温度と密度の分布は 図26の様になっている.

■-

rl

J

≡

㌔
▼■

⊂〉

▼-

)く
∵

4)

⊂

1

69 70 71 72 73

Rc (cm)

74 75

図26 R F炭素リミタユ近傍の電子温度と密度の分布

ここでプラズマはトロイダル磁場1Tに28GH zマイクロ波入力60kWで生成されて
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いる(パルス幅60msec) ｡

一方,この高周波電易のポテンシャル障壁によるリミタ-表面へのプラズマ熱流束の

変化は､リミタ-表面温度を赤外カメラで計測することによって調べられた｡ 氏 F蕨素

リミタ一に高周波電場を印加した場合のリミタ-表面温度の変化を図27に示す｡

T(x,I)

peg
q)

■■J

x (position)

=ヒ三=さ≒≒
~｢~■■■■■■~

こ･亡
~~~ー~

-1.8ms州ne

-36ms/line
to line

w/o RF

△T=76±8oC

To =70±5oC

#1 7459

with RF

△T=21 ±5oC

To =70±5oC

#1 7460

-'≡..
B direction

図27 R F炭素リミタ一に高周波電場を印加した場合に赤外走査カメラを用いて測

定したリミタ-表面温度の変化.

ヘリカルの磁場は図13-aのようにリミタ-表面を斜に走っているため2箇所の高温
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部が見られる｡約1.4kWの高周波電力によてこの高温部の温度上昇は550c減少し､

高周波によるリミタ-表面へのプラズマ熱流束軽減が実証された｡この時のリミタ一周

辺密度は ne= 5XIOll･1012cm･3,温度20-30eVであった○

高周波電力に対するミタ-表面の高温部の温度上昇の変化は図 28に示され､高周波

電力とともに高温部の温度上昇が減少することが観測された｡図25で測定した高周波

電場の値を用いて高周波のボンデラモーティブポテンシャルを求め､マックスウェル分

布のポテンシャルを乗り越える粒子が熱流となってリミタ-表面に吸収されるとして計

算された結果とよく一致している(図28中の実線) o

f=10MHz

■■■ヽ

O
Ov

0.5 1

Prf(kW)

iI E3

図28リミタ-表面温度(高温淵部)の高周波電力に対する依存性

一方､リミタ一周辺のブロープで観測されたイオン飽和電流およびその揺動成分の周

波数スペクトルの変化は図 29の様になる｡

図29(a)では高周波電場の印加時間中には 密度揺動が抑制され､また周辺密度も減少

していることがわかる｡図29(b)に見られるように-10kHzのドリフト波と思われる低

周波の揺動の強度は高周波によってよく抑えられていることがわかる0
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図29 (a)周辺密度および(b)密度揺動の周波数スペクトルの高周波による変化(杏

度のD C成分で規格化してある)

高周波電力に対するこれらの密度およぴ､その1-100kHz までの積分された密度揺動

振幅の依存性を図30に示す｡

この実験によって,低電力(-lkW)の高周波によるリミタ-表面-のプラズマ熱

流束軽減､およびプラズマ周辺部での密度播動の抑制効果が卜-ラス閉じ込め装置にお
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いても明らかにされた｡

f=10MHz

0.5

Prf(kW)

1.5

図30 高周波電力と周辺密度, 1-100kHzまでの積分された密度揺動(密度のD

C成分で規格化してある)の関係｡

§ 5 まとめ

これらの実験で､リミタ-近傍に局在する高周波電場を用いたプラズマ表面の制御と

いう新しいアイデアの一部カミ直線装置およびト-ラス閉じ込め装置(ステラレータ-)

で確かめられたわけであるが､これらの機構をより詳しく解明することはプラズマと高

周波電場の非線形相互作用の重要な物理研究であり､ここで開発された重中性粒子ビー

ム計測法は有力な手段となって現在も進行中である｡この研究成果を踏まえて今後に残

されている課題としては次のようなものが挙げられる｡

* 高周波リミタ一によるプラズマ表面の制御によってバルクプラズマの閉じ込めが

改善されるかを調べる

* 図2に示した様なドリフト軌道の検証とダイバ-タ-配位の実現

* 大型トカマク装置のプラズマでの高周波リミタ-の有効性の実証

* 高周波によって生じるプラズマの中心へ向かう両塩性電位のために生じる可能性

のある不純物イオンの輸送の研究
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